
フランスの社会保障とその財源



1990年代：ベルリンの壁崩壊の頃
• 第二次大戦後、ヨーロッパ諸国の海外植民地が次々に独立、欧州の経済基盤が揺らいだ

東西冷戦構造の変化 1985/03/25 ゴルバチョフ政権誕生・プラザ合意（9/22）

1987年には「ブラックマンデー」と呼ばれる世界的な金融恐慌(香港発）

仏・新しい生活保護・若い失業者向けの最低生活費補填制度（エレミ）年末12月実施

1989年11月9日 「ベルリンの壁の崩壊」東西ドイツが統一へ

ヨーロッパの安全保障環境が大きく変化

ヨーロッパ内での結束を固めていく道を進む

ヨーロッパが一つの経済圏へ（ヨーロッパ・ユニオン・EUへの動き）

(仏の新税) CSG 1990/1003閣議採択・12/29財政法の一部で議会通過・1991/2/1実施

（日本のバブル(1986/12月～1991/02迄 4年3か月-51ヶ月）

ヨーロッパ・ユニオン（EU）への動き

• マースリヒト条約（1991/12/09、欧州諸共同体加盟国間での協議纏まる

1992/02/07調印・1993/11/01にドロール委員会の下で発効)

• アムステルダム条約（1997/10/02調印、1999/05/01発効）憲法条約



世界の通貨事情とユーロの発足
• 1944/07、米国ニューハンプシャー州ブレトン・ウッズでの

国通貨金融会議（45ヵ国参加）ーブレトンウッズ体制

「アメリカ合衆国ドルを基軸とした固定為替相場制」

• 1971年8月15日 ニクソンショック・ドルと金との交換の停止を発表

• 1973/02/14 本格的に変動相場制へ・1973/03/29ニクソンのベトナム戦争終結宣言

• 1975/04/30 サイゴン陥落・解放へ・1973/10/17 第一次オイルショック

この後アメリカ経済は欧州、日本との三極構造のなかでかつての主導権を失い、

輸出低迷、ドル高基調が続く。→1985のプラザ合意へ（円は対ドル半値に下げた）

• 1999/01/01、従来の欧州通貨単位(ECU)の1:1（1.1743ドル）比率で置き換え、

国際金融市場に会計通貨として導入。

• 2002/01/01、ユーロ硬貨と紙幣は流通開始・当初の参加国の日常業務通貨へ、

2002/03 までに旧通貨から完全に置き換えられた。

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A2%E3%83%A1%E3%83%AA%E3%82%AB%E5%90%88%E8%A1%86%E5%9B%BD%E3%83%89%E3%83%AB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BA%E5%AE%9A%E7%82%BA%E6%9B%BF%E7%9B%B8%E5%A0%B4%E5%88%B6
https://www.y-history.net/appendix/wh1602-074.html


仏の社会保障財源問題・その工夫

• 1991年：一般化社会拠出金（CSG）－所得にかかる社会保障目
的税ーが創設された。このCSGが引き上げられると同時 に被保
険者（とりわけ雇われた人・被用者）の負担する保険料が引き
下げられる改革が複数回行われた。（医療保険料の租税化）

•欧州統合の条件・マースリヒト収斂基準（199１/12）が出る

①財政赤字（対ＧＤＰ比３％以内）

②政府債務残高（対ＧＤＰ比60％以内） 財政の見える化

フランスで1996年正式発足したCADES（社会保障基金・役所）



仏の社会保障目的税創設・その工夫

• 1991年創設 CSG（一般社会保険税 7.5%）

社会保障のための目的税の新税ー所得をベースにする税

（社会保険の雇用主側、被雇用者側徴収を段階的、数回に減額実施）

（労働所得だけを賦課ベースとする保険料よりも、より公正で経済的としている）

• 1996年創設 CRDS（社会保険負債返還税 0.5%）

（社会保険の赤字補填のための社会保険財源のための税）

【フランス居住者全体を対象に、給与・代替所得（失業手当/

年金）・資本所得（配当/利子）にも源泉徴収課税する。

資産所得にも、その他の社会保険料とあわせて一律 5.50％】



1990年代の財政改革＋公務執行体制

• 1991年 一般化社会拠出金（CSG）新設…すべての所得に

• 1993年 年金改革 1994年/09/24 法第94-637号

社会保障会計委員会設置（CCSS)

実績、見込みについて分析し、2年毎国会に報告義務あり

定年金車を無くすためにこの年、利率がUP

1995/11債務は常態化・ここでジュペプランが発動（医療分野のみ）

1996年正式発足CADES（社会保障債務償還公庫)：経済・財務省や
連帯・保健省などの指揮・監督下に社会保障債務返済拠出金(CRDS

全額 と一般福祉税(CSG)の一部などを財源とする役所。累積債務は

、社会保障債務償還公庫(CADES )・この部署に移転され、

その返済(償還)や利の支払い、債務の借り換えなどを行う。



社会保険方式と税方式か 世界では？
税金（一般税）をどの範囲まで繰り出ししているか？

★ ニュージーラン：全部税方式。他の全ての国：社会保険方式。

（税方式にすると資産調査が必要になる。しかしBIは全国民全員給付なの

で、資産調査不要（無し）・現金給付される時の屈辱感が無い。）

※ 低賃金社会では税金投入しないと、低賃金社会では年金を賄えない

★ 社会保険方式と税方式を併用：

①カナダ、オーストラリア、デンマーク

⇒基礎年金（1階部分）部分に税方式を採用

②イタリア、スウェーデン、スペイン、ポーランド

⇒最低保障の部分に税方式を採用

日本の形は最初から①でも②でもない一部税金投入、法律準拠だが複雑、

わかり難い



日本の年金の原資はどうなっているのか
積み立て方式?賦課方式?どっち？

• 積み立て方式：自分が積み立てた分が老後に還ってくる方式
でも人生100年、80年、支給開始年齢が65歳以上

支払い始めが22歳なら、50年間後まで政治経済情勢は？
（戦争、大インフレの可能性は？）無理がある

・で、全ての国、日本も賦課方式。 1年毎に決済している
なので、今低賃金社会になっており、原資は減少、不足する

なので、税を投入、この中から積立金を残して、
それを運用（国債・㈱）して補填する方式になっている

賦課方式とは世代間扶養原理・現世代の年金料を高齢世代へ廻す



CADES（社会保障基金）効果1996発足の効果

•金融市場でのフランス国債と同様に比較的低利な資金調達が可
能ソブリン債（各国の政府又は政府関係機関が発行し又は保
証している債券）として、政府関係機関の信用を引当てとして
おり、安定している。特にOECD加盟国などのものは利率が低
いが信用格付けが高いため投資適格債と判断されやすい。

•社会保障財政の透明化の向上で、情報開示などで金融市場にも
現状が可視化された。

•残高発散に歯止めがかかった。（マースリヒト収斂基準）



1996年正式発足CRDES (社会保険負債返還税）

• 社会保障に係わる累積債務を返済するための組織・

1966年 社会保障会計委員会を設置（CCSS)、債務の返済財源としてCRDS導入

それまでのACOSS（社会保障中央管理機関）の対象範囲は、社会保険制度が中心

→他の社会保障制度の債務償還・国の直接の債務とすることを回避

1.債券発行を通じて金融市場から資金調達を行う、

2.社会保障の独自財源（CSG CRDS)＆フランス年金準備金（FRR)からの資金移転

＆資本性所得（財産所得及び投資所得）関連の社会負担を均等に・その原資

で、社会保障関債務の償還を計る。

設立の意義 (1)社会保障関連の償還に係る財源調達のルートの確立

(2)社会保障財政を可視化する仕組みの構築

(3)重層的な関与・監視体制の整備



エレミから10年：1998/12 反排除法へ
• 1998年の「社会的排除と闘うための基本法」（反排除法・包括的貧困対策法）

※生活保護的な制度（資産調査・収入チェックして利用）は

全ての国民向けの社会保障による救済へのステップと置き直す

→脱西欧福祉国家＝「貧乏だから、国が救済する」ではない

国民の権利としての社会保障→その伝統を引き継ぐ→脱貧困の国・社会を目指す

関連施策に法的な根拠を与え、雇用・労働のほか、住宅、健康、文化などを含む
多様な排除の問題に対峙する方針が示されている。

市民生活における自治、社会活動への参加、余暇、文化、スポーツ等への参加

→→→市民権や社会権を保障

文化は個人の発展と不可分・反排除法の「文化へのアクセスの民主化」

→ 個々人の自立文化の尊重



その後の経過
• 財政の可視化、透明性強化の効果あり

• 国民が受益と負担の関係を考える為の情報を得る機会を提供

• 結果、高い負担率にも拘らず受益に対する高い満足度→信頼へ

反排除法（1998)へ 具体的な政策内容の検討と各地での宣伝で

エレミ(RMI)をRASへ（積極的連帯手当：revenu de solidarité active ）

キャンペーンを経て、2008/09月正式に法案国会提出・

2008/12 月に可決、2009/06/01から施行

財源：給与所得・非農業の自営業者の職上の所得・退職年金や障害年金

・財産所得（利子所得・配当所得・賃貸料所得など）投資の収益

社会保障費の歳出予算額：2014年一般会計と同額に達する



エレミから20年 2008年のRSA

積極的（活動的）RSA 就労支援強化
• ヨーロッパの社会保障3本柱→住まい・医療・所得の権利

（住宅保障制度・医療保障制度・所得保障制度）

所得保障はRMIと（ 1976 年に創設の単親手当（API）に変わる

ＲＭＩ（エレミ）の改善点（就労意欲を失わせないように）

国民全体（稼得・就労の有無を問わず）の連帯

• 老齢年金（MV制度 )との関係・国民連帯基金(FNS)の手当で RMI額を上回る

老齢最低限所得(MV)が保障されている。 65歳以上のすべてのフランス人

• 手続き支援のソーシャルワーカー・身近な相談所・

社会保障の三本柱の制度間の連絡体制強化・就労活動の義務化

個人就労計画の作成と実施、ペナルティとして支給停止



フランスにおける最低所得保障制度改革―活動的連帯所得手当RSAの概要



RSAの政策効果（出生率が2.0を超えた）
• 国民の間の所得格差が減っている

フランスの相対的貧困率は2016年に13.9％、前年の14.2％からわずか改善

（貧困線を所得水準の中央値の60％と設定）

独身者について月額1000ユーロ程度に相当する。貧困線以下で生活する人
が全体に占める割合は、2011年のピークからでは0.7ポイント低下、

経済危機が発生した2008年以前の水準に比べると0.7ポイント高い

足元の改善は、所得再分配の政策の効果。RSA（生活保障の一種）の就労
者向け支給部分の底上げ、一定水準の所得以下の勤労者向けの社会給付
「就労手当」、貧困線以下に陥らなくて済む世帯がわずかに増えた

特に、単親世帯と18-24才の就業者で相対的貧困率の低下が目立った。貧富
の差は全体として緩和、所得上位10％と下位10％の所得格差は3.4倍、前年
の3.5倍から縮小した。



フランスの
社会保障制
度（現在）

• 「栄光のフランス」の伝統：国民の連帯

国民の権利（未就労も）として所得保障・住宅保障・医療保障

ホームレス状態の人々も、フランス国民の中にいるけれど、

連帯とは、雇用の世界の変化、低賃金就職難時代を認めた上で

（税方式で、全ての仏国人の生活困窮を支える思想になっている）

※ 経済的自立の前提として、個人の自立を図っていく事を

重視・1991・アソシアシオン（社団）の契約に関する法律も

全仏国人は（収入の少ない国民・未就労者）も望めば

役所へソーシャルワーカー（福祉の相談員）と共にでかけ、

住宅を借りるための相談ができ、定住者へ

国が国民に医療を保障している

（無保険者を無くし、国民皆保険を税金投入で実現

社会保険方式の中に、保険料に税を投入している）



•フランスの社会保障制度の中で

新展開を促した、契機をさぐる

EUの社会政策・フランスの社会政策



ＥＵの統合とユーロの発足

• 1992年にマーストリヒ条約（12カ国批准）が締結され、資本や労働
力の自由な移動、柔軟な価格や賃金の変動、経済構造の類似性を整
える市場の統合がおし進められた。

• 通貨の統合へ向けて、各国のマクロ経済パフォーマンスの改善に関
する財政収支、債務残高、インフレ率、為替レート、長期金利の５
点についての目標値、マーストリヒト収斂基準を設定してこれをク
リアし、マクロ経済政策の協調、金融政策の欧州中央銀行への一本
化と3段階のステップを経て、1999年EUは共通通貨ユーロの発足

• 1997年10月2日アムステルダム条約調印、1999年5月1日発効・
• 1998年 フランスの反排除法（脱貧困法）
• 1999年1月1日にユーロ導入（決済用仮想通貨として）

3年後の2002年1月1日に現金通貨としてのユーロ発足



1996年正式発足CADES（社会保障基金）

• 社会保障に係わる累積債務を返済するための組織・

1966年 社会保障会計委員会を設置（CCSS)、債務の返済財源としてCRDS導入

それまでのACOSS（社会保障中央管理機関）の対象範囲は、社会保険制度が中心

→他の社会保障制度の債務償還・国の直接の債務とすることを回避

1.債券発行を通じて金融市場から資金調達を行う、

2.社会保障の独自財源（CSG CRDS)＆フランス年金準備金（FRR)からの資金移転

＆資本性所得（財産所得及び投資所得）関連の社会負担を均等に・その原資

で、社会保障関債務の償還を計る。

設立の意義 (1)社会保障関連の償還に係る財源調達のルートの確立

(2)社会保障財政を可視化する仕組みの構築

(3)重層的な関与・監視体制の整備



欧州連合（EU）の憲法アムステルダム条約
（136条・社会的側面—社会政策）1997年

• 137条は「労働市場から排除された人々を労働市場へ統合する」事
が盛り込まれた。高水準の雇用と継続と社会的排除の撲滅の為の人
的資源の開発→→反社会的排除=社会的包摂

フランスの新しい貧困=社会的排除の議論が生きている

• 「雇用と賃金、生活労働条件の改善、社会保障、団結権と団体交渉
権、職業訓練、男女均等待遇、労働者への情報提供・協議・参加、
職場の安全衛生、児童・若年者の保護、高齢者，障碍者など広範な
領域にわたる基本的社会権のリスト」を、全EU参加諸国が社会憲章
として合意→

（労働者の権利・国民生活全領域の保障を謳う）

1997年10月2日調印、1999年5月1日発効



脱貧困＝脱社会的排除(新しい貧困)
全EU的・全国民的課題になっていた中で

• 1999/01/01 決済通貨としてのユーロが登場

• 2001/09/11 同時多発テロ、アメリカのテロとの戦い開始

• 2002/01/01 通貨としてのユーロが始まる

アムステルダム条約(社会政策分野/社会憲章（social chapter）

（社会政策分野でもイギリスの合意—サッチャーの退陣）

• 136条「高水準の雇用と継続と社会的排除の撲滅の為の人的資
源の開発」137条は「労働市場から排除された人々を労働市場
へ統合する」・ＥＵの社会政策に脱社会的排除(脱貧困)が据え
られた



仏・反排除法（1998年/12月）の140条
• 140条 「公共サービスの使命として、排除と戦う国家は、

文化施設に対して資金を提供する」

経済的自立の前提として、個人の自立を図っていく事が重視

アソシアシオンの契約に関する法律（1991年）地域活動組織ような感じ？

定義「二人以上の人々が、利益の分配以外の目的に向けて、

各人の有する知識や活動を恒常的に共有するための合意。

この有効性は契約と義務に適用される法律の一般原則による。

アソシアシオンは個人主義的な性格を持ち、制度というよりむしろ、

諸個人の意思の合致である「契約」と考えられている。

NPOより柔軟で結社の自由のような、・・行政主導の活動に終始せず、

アドヴォカシー機能を持つ・日本の社会福祉協議会主導の地域福祉との違いは？


